
埼玉医科大学倫理審査委員会規則 

(平成元年 10 月 1 日制定) 

改正 平成 3 年 9 月 20 日 平成 15 年 5 月 20 日 

平成 18 年 11 月 20 日 平成 24 年 5 月 21 日 

平成 27 年 3 月 12 日 平成 27 年 5 月 15 日 

平成 28 年 5 月 20 日 平成 30 年 11 月 16 日  

令和 2 年 11 月 20 日 令和 3 年 5 月 21 日 

 令和 3 年 12 月 14 日 

(趣旨) 

第１条 この規則は、学校法人埼玉医科大学委員会運営規程(平成 11 年 3 月 20日制定)第 3 条

第 3 項の規定に基づき、埼玉医科大学(以下「本学」という。)に設置する埼玉医科大学倫理

審査委員会(以下「委員会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

2  この規則に定めのない事項については、人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針(令和 3 年文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示第 1 号。以下「指針」という。)

に定めるところによる。 

(設置目的) 

第２条 委員会は、学長の諮問に応じ、本学の関連施設における人を対象とする生命科学・医

学系研究、関連諸科学の研究、医学教育等に関し必要な事項について、倫理的及び科学的な

観点から調査し、及び審議することを目的とする。 

(定義) 

第３条 この規則における用語の意義は、次の各号に定めるもののほか、指針の定めるところ

による。 

(1) 多機関共同研究 

   一の研究計画書に基づき複数の研究機関において実施される研究をいう。  

(2) 研究者等 

   研究責任者その他の研究の実施(試料・情報の収集・提供を行う機関における業務の実

施を含む。)に携わる者をいう。ただし、研究機関に所属する者以外であって、次のいず

れかに該当する者を除くものとする。 

ア 新たに試料・情報を取得し、研究機関に提供のみを行う者 

イ 既存試料・情報の提供のみを行う者 

ウ 委託を受けて研究に関する業務の一部についてのみを従事する者 

(3) 研究責任者 

   研究の実施に携わるとともに、所属する研究機関において当該研究に係る業務を統括

する者をいう。 



(4) 研究代表者 

   多機関共同研究を実施する場合に、複数の研究機関の研究責任者を代表する研究責任

者をいう。 

(5) 申請者 

    第 5 条に規定する事項の審査を申請する研究代表者又は当該研究の事務局をいう。 

(6) 各倫理委員会 

   埼玉医科大学倫理審査委員会、埼玉医科大学病院ＩＲＢ、埼玉医科大学総合医療セン

ター研究倫理委員会及び埼玉医科大学国際医療センター臨床研究ＩＲＢをいう。 

(審査の対象) 

第４条 委員会は、次の各号に掲げる事項を審査の対象とする。 

(1) 人を対象とする生命科学・医学系研究及び関連諸科学の研究、健常人を対象とする研

究、遺伝子解析研究、ヒト幹細胞使用研究等に関すること。 

(2) その他委員会が必要と認めるもの 

(委員会の業務) 

第５条 委員会は、研究者から申請された次の各号に掲げる事項について関係法令、指針等に

基づき、倫理的及び科学的観点から調査検討し、当該研究に係る研究機関及び研究者等の利

益相反に関する情報も含めて中立的かつ公正に審査を行い、意見を述べるものとする。 

(1) 研究計画の審査に関すること。 

(2) 重大な有害事象又は不適合事象の発生報告への意見に関すること。 

(3) 定期報告への意見に関すること。 

(4) その他医学系研究の実施に関すること。 

2  委員会は、前項の規定により審査を行った研究について、倫理的観点及び科学的観点から

必要な調査を行い、研究計画書の変更、研究の中止その他当該研究に関し必要な意見を述べ

ることができる。 

3  委員会は、第 1 項の規定により審査を行った研究のうち、侵襲(軽微な侵襲を除く。)を伴

う研究であって介入を行うものについて、当該研究の実施の適正性及び研究結果の信頼性を

確保するために必要な調査を行い、研究計画書の変更、研究の中止その他当該研究に関し必

要な意見を述べることができる。 

4  委員会の委員及びその事務に従事する者は、第 1 項の規定により審査を行った研究に関連

する情報の漏えい等、研究対象者等の人権を尊重する観点並びに当該研究の実施上の観点及

び審査の中立性又は公正性の観点から重大な懸念が生じた場合には、速やかに学長に報告し

なければならない。 

(審議の方針) 

第６条 委員会は、審議に当たり医学的、倫理的及び社会的観点から次の各号に掲げる事項に

ついて留意するものとする。 

(1) 医学研究の内容に関すること。 



(2) インフォームド・コンセントの内容及び取得方法に関すること。 

(3) 患者へのリスク及び不利益並びに利益に関すること。 

(4) 医学上の貢献度の予測に関すること。 

(5) 個人情報保護に関すること。 

(6) 利益相反(ＣＯＩ)及び研究の資金源に関すること。 

(委員会の構成) 

第７条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。ただし、第 1 号から第 3 号まで

に掲げる委員については、それぞれ他の各号の委員を同時に兼ねることはできない。 

(1) 医学・医療の専門家等、自然科学の有識者 数名 

(2) 倫理学・法律学の専門家等、人文・社会科学の有識者 数名 

(3) 研究対象者の観点も含めて一般の立場から意見を述べることのできる者 数名 

2  委員会の構成は、次の各号に掲げる全ての要件を満たさなければならない。 

(1) 委員会の設置者の所属機関に属しない者が複数含まれていること。 

(2) 男女両性で構成されていること。 

(3) 5 名以上であること。 

3  委員は、教授会の意見を聴いて学長が委嘱する。 

4  委員の任期は、2 年とし再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合の補欠委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

5  委員会に委員長及び副委員長を置く。委員長は、委員のうちから学長が指名する者をもっ

て充てる。副委員長は、委員長が指名する者をもって充てる。 

6  委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

7  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。 

(委員会への申請) 

第８条 委員会の審議を受けようとするときは、申請者は倫理審査申請システムにより当該申

請に当たり必要事項を記入し、研究計画書、同意説明文書等を添えて提出するものとする。 

(委員会の開催及び要件) 

第９条 委員会は、原則として毎月 1 回開催するものとする。ただし、必要がある場合には、

委員長が臨時に招集することができる。 

2  委員会は、次の各号に掲げる全ての要件を満たさなければ、議事を開くことができない。 

(1) 第 7 条第 1 項第 1 号から第 3 号までの委員がそれぞれ 1 名以上出席していること。 

(2) 学校法人埼玉医科大学(以下「法人」という。)に属しない委員が 2 名以上出席してい

ること。 

(3) 男女各 1 名以上出席していること。 

(4) 5 名以上の委員が出席していること。 

3  委員会は、テレビ会議、ウェブ会議等の双方向の円滑な意思疎通が可能な電磁的方法を用

い場合においても開催することができる。 



(迅速審査等) 

第１０条 委員会は、次の各号に掲げるいずれかに該当する審査について、委員長及び委員長

が指名する委員による審査(以下「迅速審査」という。)を行い、意見を述べることができ

る。迅速審査の結果は、委員会の意見として取り扱うものとし、当該審査結果を次に開催さ

れる委員会へ報告するものとする。 

(1) 多機関共同研究であって、既に当該研究の全体について他の倫理審査委員会の審査を

受け、その実施について適当である旨の意見を得ている場合の審査 

(2) 研究計画書の軽微な変更に関する審査 

(3) 侵襲を伴わない研究であって介入を行わないものに関する審査 

(4) 軽微な侵襲を伴う研究であって介入を行わないものに関する審査 

2  迅速審査の審議に加わる委員は、審査の対象となる研究が、指針及び本学の諸規程に照ら

して、迅速審査では困難と判断した場合には、改めて委員会における審査を求めることがで

きる。 

3  迅速審査の結果の報告を受けた委員は、委員長に対し、理由を付した上で、当該事項につ

いて改めて委員会における審査を求めることができる。この場合において、委員長は、相当

の理由があると認めるときは、委員会を速やかに開催し、当該事項について審査するものと

する。 

4  第 1 項第 2 号に該当する事項のうち、委員会があらかじめ確認のみで良いと認めたもので

あって、委員会標準作業手順書に定めたものについては、報告事項として取り扱うことがで

きるものとする。 

(委員会の判断及び意見) 

第１１条 審査等業務の対象となる実施計画を提出した申請者と利害関係がある者は、審議及

び意見の決定に同席してはならない。ただし、委員会の求めに応じて、その会議に出席し、

当該実施計画に関する説明を行うことができる。 

2  利益相反の管理については、学校法人埼玉医科大学利益相反管理規程(平成 21 年 5 月 23 日

制定)に定めるところによる。 

3  委員会は、審査の対象、内容等に応じて有識者に意見を求めることができる。 

(委員会の審議結果) 

第１２条 委員会の議決は、全会一致をもって決定し、次の各号に掲げるいずれかを示すもの

とする。ただし、審議を尽くしても参加委員全員の合意が得られない場合は、参加委員の 3

分の 2 以上の合意をもって決する。この場合においては、少数意見を議事録に記載するもの

とする。 

(1) 承認 

(2) 不承認 

(3) 継続審査 

(4) 研究の停止 



(5) 研究の中止 

(6) 非該当 

2  委員長は、委員会の審議結果を速やかに学長に答申する。 

(審査結果の通知) 

第１３条 学長は、答申文書に基づき、審査結果を文書又は電磁的方法での決定通知書により

申請者に通知する。 

(他の研究機関が実施する研究に関する審査) 

第１４条 他の研究機関に所属する研究者から、当該機関において実施する研究に関して審査

を依頼された場合は、委員会は、研究の実施体制について十分把握した上で審査を行い、意

見を述べなければならない。 

(審査料) 

第１５条 他の研究機関の申請者は、別に定める審査等業務に要する費用(以下「審査料」とい

う。)を納入しなければならない。 

2  審査料は、指摘された期日までに納付しなければならない。また、既納の審査料について

は返還しない。 

3  審査料には、軽微な変更、定期報告等に関わる費用を含めるものとする。 

4  他の研究機関に属する研究責任者からの審査については、あらかじめ当該研究機関との間

で締結した契約に基づいて行う。 

(委員及び事務担当者の教育) 

第１６条 学長は、委員会の委員及びその事務担当者の倫理的観点及び科学的観点からの審査

等に必要な知識を習得するための教育又は研修の機会を確保し、委員会の委員及び事務担当

者は、審査及び関連する業務に先立ち、教育又は研修を年 1 回以上受講しなければならな

い。 

(専門部会) 

第１７条 委員会は、必要に応じて専門部会を設置することができる。 

2  専門部会は、委員会からの付議事項を審議し、結果を委員会に報告する。 

3  専門部会の部会員(以下「専門部会員」という。)は、委員会が委員及びその他の者から推

薦する。 

4  専門部会員は、学長が委嘱し、専門部会長は専門部会員のうちから学長が指名する者をも

って充てる。 

5  専門部会の運営方法等については、別に定める。 

(運営に関する情報の公開) 

第１８条 委員会は、審査意見業務の透明性を確保するため、業務規程、委員名簿及び審査意

見業務の過程に関する記録について、厚生労働省が整備するデータベースに記録することに

より公表する。 



2  委員会の審査意見業務の議事録は、個人情報及びプライバシーの保護に十分配慮し、ま

た、知的財産権の保護に支障を生じるおそれのある事項を除き、法人のホームページで公開

する。 

(事務局連絡協議会) 

第１９条 各委員会の事務担当者は、法人における審査の均質性を担保することを目的とし

て、定期的に事務局連絡協議会(以下「協議会」という。)を開催し、倫理審査における情報

の共有及び委員会等の事務に従事する者に必要な知識の習得を行うものとする。 

2  協議会は、年 1 回開催する。また、必要に応じて随時開催できるものとする。 

(庶務) 

第２０条 委員会の庶務は、リサーチアドミニストレーションセンターにおいて処理する。 

(記録の保管) 

第２１条 委員会の審査の過程等に関する書類の保管期間については、学校法人埼玉医科大学

における人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理規程(平成 27 年 5 月 23 日制定)

に規定する保管期間の例による。 

(秘密保持義務) 

第２２条 委員会の委員及び委員会の業務に従事する者は、正当な理由なく知り得た情報を漏

らしてはならない。なお、当該業務を退いた後においても、同様とする。 

(活動の自由及び独立の保障) 

第２３条 学長は、委員会の審査が中立かつ公正に行えるよう、委員会の活動の自由及び独立

を保障する。 

(雑則) 

第２４条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、学長が別に定め

る。 

附 則 

  この規則は、平成元年 10 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 3 年 9 月 20 日) 

  この規則は、平成 3 年 9 月 20 日から施行する。 

附 則(平成 15 年 5 月 20日) 

  この規則は、平成 15 年 5 月 20 日から施行する。 

附 則(平成 18 年 11 月 20日) 

  この規則は、平成 18 年 11 月 20 日から施行する。 



附 則(平成 24 年 5 月 21日) 

  この規則は、平成 24 年 5 月 21 日から施行する。 

附 則(平成 27 年 3 月 12日) 

  この規則は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 27 年 5 月 15日) 

  この規則は、平成 27 年 5 月 15 日から施行し、平成 27 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 28 年 5 月 20日)  

  この規則は、平成 28 年 5 月 20 日から施行し、平成 28 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(平成 30 年 11 月 16日)   

  この規則は、平成 30 年 11 月 16 日から施行する。 

附 則(令和 2 年 11 月 20日)  

  この規則は、令和 2 年 11 月 20 日から施行し、令和 2 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則(令和 3 年 5 月 21 日)   

  この規則は、令和 3 年 6 月 30 日から施行する。 

 附 則(令和 3 年 12 月 14 日)   

   この規則は、令和 3 年 12 月 14 日から施行する。 

 

  



 

別紙 

外部機関が実施する研究に関する倫理審査料 

次のとおりとする（学校法人埼玉医科大学倫理審査委員会規則第 15 条関係）。 

 

研究内容区分 
外部機関が主たる研究機関 

審 査 料 

侵襲又は介入がある研究 

※軽微な侵襲は除く 
２００，０００円 

侵襲及び介入のない研究 １００，０００円 

 

1.審査料には、変更申請、重篤な有害事象報告、定期報告等に関わる費用     

を含めるものとする。 

2.審査料は、委員会事務局が申請を受理した時点で請求するものとする。請求

書の交付により研究責任者宛てに請求を行い、研究責任者は指定された期日

までに審査料を納付しなければならない。また、既納の審査料については返

還しない。 

 

※ 多機関共同研究における主機関一括審査を除く（中央倫理審査委員会に準ず

る）。 


